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令和７年度 個別労働紛争解決制度及び雇用均等関係法令
にかかる施行状況について公表します

～総合労働相談件数は、６年連続で１万２千件超え～
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鹿児島労働局（局長 永野 和則）は、令和７年度の「個別労働紛争解決制度」※１

（個々の労働者と事業主間のトラブルを対象とした「総合労働相談※２」、「助言・指導※

３」、「あっせん※４」）及び雇用均等関係法令※５（男女雇用機会均等法、育児・介護休業

法、パートタイム・有期雇用労働法、労働施策総合推進法）の施行状況をとりまとめました

ので、公表します。

【ポイント】
１ 総合労働相談件数は６年連続で1万2千件超え
・ 令和７年度における総合労働相談件数は12,914件（前年度から3.4%増加）。
（内訳延べ数）
①法令制度の内容に係る問い合わせ 8,474件
②労働基準法等に係る法令違反の疑いがある相談 3,628件
③個別労働紛争等に係る相談 3,520件
④その他 438件

２ 民事上の個別労働紛争における相談件数は、「自己都合退職」が最多
・ 民事上の個別労働紛争※６に関する相談件数は3,520件で、うち「自己都合退職」に
関する相談は697件（前年度比15.6％減）で最も多く、次いで「いじめ・嫌がら
せ」にかかる相談が570件（前年度比16.5％減）で、これらの相談で全体の３割以上
を占める。

３ 雇用均等法関係法令にかかる相談件数
・ 雇用均等関係法令にかかる相談件数は2,775件(前年度より24.6％増加)。最も多い
ものが労働施策総合推進法に関する相談で1,346件（48.5％）、次いで育児・介護休
業法に関する相談は1,005件（36.2％）でこの2法で全体の８割以上を占める。

４ ハラスメントに関する相談では、「パワーハラスメント」が最多
・ ハラスメントに関する相談は1,727件で、うち職場における「パワーハラスメン
ト」は1,311件（前年度比35.4％増）で、ハラスメントに関する相談件数全体の
75.9％を占めている。

５ ハラスメントや不利益取扱いに係る紛争解決援助※７の申立及び調停※８申請件数
・ ハラスメントや不利益取扱いに係る紛争解決援助の申立件数は13件。
・ ハラスメントや不利益取扱いに係る調停の申請件数は22件。
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【資料１】

【資料２】
【資料３】
【資料４】
【資料５】

令和７年度鹿児島労働局における個別労働紛争解決制度及び雇用均等関
係法令に係る施行状況
令和７年度における事例
パンフレット「職場のトラブル解決サポートします」
パンフレット「職場のトラブルで悩んでいませんか？」
リーフレット「2020年（令和２年）６月１日から、職場におけるハラス
メント防止対策が強化されました！」
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※１ 個別労働紛争解決制度
「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づき、総合労働相談コーナーにおける

「総合労働相談」、都道府県労働局長による「助言・指導」、紛争調整委員会による「あっせ
ん」の３つの制度がある。

※２ 総合労働相談
県内６か所（鹿児島労働局、各労働基準監督署内）に、あらゆる労働問題に関する相談にワン

ストップで対応するための総合労働相談コーナーを設置し、専門の相談員が対応している。

※３ 助言・指導
民事上の個別労働紛争について、都道府県労働局長が、紛争当事者に対して解決の方向を示す

ことで、紛争当事者の自主的な解決を促進する制度。助言は、当事者の話し合いを促進するよう
口頭または文書で行うものであり、指導は、当事者のいずれかに問題がある場合に問題点を指摘
し、解決の方向性を文書で示すもの。

※４ あっせん
都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会のあっせん委員（弁護士などの労働問題の専

門家）が、紛争当事者の間に入って話し合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度。

※５ 雇用均等関係法令
「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等

法）」、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介
護休業法）」、「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタ
イム・有期雇用労働法）」、「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活
の充実等に関する法律（労働施策総合推進法）」の４つの法律を総称したもの。

※６ 民事上の個別労働紛争
労働条件その他労働関係に関する事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争（労働基

準法等の違反に関するものを除く）。

※７ 紛争解決援助
雇用均等関係法令に係る紛争について、都道府県労働局長が、労働者と事業主との間の紛争を

法に忠実かつ客観的な立場から、当事者双方の意見を聴取し、双方の意見を尊重しつつ法の趣旨
に沿って問題解決に必要な具体策を提示（助言・指導・勧告）することにより紛争の解決を図る
制度。

※８ 調停
雇用均等関係法令に係る紛争について、都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会の調

停委員（弁護士などの労働問題の専門家）が、紛争当事者である労働者と事業主との間に第三者
として関与し、当事者双方から事情を聴取し、紛争解決の方法として調停案を作成し、当事者双
方に調停案の受諾を勧告することにより紛争を解決する制度。

＜添付資料＞



令和７年度 鹿児島労働局における
個別労働紛争解決制度及び
雇用均等関係法令に係る施行状況

１ 令和7年度 鹿児島労働局における
総合労働相談の状況

２ 令和7年度 個別労働紛争解決制度の運用状況

３ 令和7年度 雇用均等関係法令に係る法施行状況
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１ 令和７年度 鹿児島労働局における総合労働相談の状況

 総合労働相談件数は12,914件（対前年度比3.4％増）（図１）。
 民事上の個別労働紛争に関する相談は3,520件であり、前年度から7.4％減

少している。

図１ 総合労働相談件数の推移

（１）総合労働相談件数の推移

※注
■「総合労働相談」:鹿児島労働局、各労働基準監督署内に、あらゆる労働問題に関する相談にワン

ストップで対応するための総合労働相談コーナーを設置し、専門の相談員が
対応。

■「民事上の個別労働紛争」:労働条件その他労働関係についての個々の労働者と事業主との間の
紛争（労働基準法等の違反に係るものを除く）

総合労働
相談件数

民事上の個別
労働紛争件数
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（２）民事上の個別労働紛争（主要相談内容別内訳）

 相談内容別では、「自己都合退職」697件（対前年度比15.6％減）がトップとなり、
ついで「いじめ・嫌がらせ」に関するものが570件（対前年度比16.5％減）となってい
る（図２）（注）。

図２ 民事上の個別労働紛争件数の推移

（注）
■１回の相談において複数の内容にまたがる相談が行われた場合には、複数の相談内容を件数として計上している。また、
主要相談内容以外に、雇止め、出向・配置転換、懲戒処分、募集・採用、その他に関する相談も含まれるため、合計数は
【図１】に一致しない。
■「いじめ・嫌がらせ」:「職場におけるパワーハラスメント」に該当しない嫌がらせ全般をいう。
■令和４年４月の労働施策総合推進法の全面施行に伴い、（これまで「いじめ・嫌がらせ」に含まれてい た）同法上のパ
ワーハラスメントに関する紛争は全て（同法に基づく紛争解決援助の対象となり）別途集計する こととなったため、令和３
年度以前と令和４年度以降では集計対象に大きな差異がある。

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

いじめ・嫌がらせ 1,430 1,307 1,475 880 782 682 570

自己都合退職 906 663 848 804 838 825 697

解雇 499 546 570 513 457 522 436

労働条件の引き下げ 373 465 411 373 408 393 353

退職勧奨 392 394 422 329 346 375 356
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（３）雇用均等関係法令にかかる相談件数の推移

 雇用均等関係法令にかかる相談件数は2,775件（前年度より24.6％増加）
（図３）。
 最も多いものが、労働施策総合推進法に関する相談で1,346件（48.5％）、

次いで育児・介護休業法に関する相談は1,005件（36.2％）でこの2法で全
体の84.7％を占める (表３)。

図３ 相談内容件数の推移

表３ 相談件数の推移
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7年度6年度5年度4年度3年度

358358244390329男女雇用機会均等法

1,0058397301,099948育児・介護休業法

66626489138パートタイム・有期雇用労働法

1,3469681,0431,108648労働施策総合推進法

2,7752,2272,0812,6862,063計



（４）総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

 総合労働相談件数12,914件のうち、ハラスメントに係る相談件数は
1,727件であった（対前年度比23.7％増加（前年度1,395件））(図４)。
 職場におけるパワーハラスメントに関する相談が1,311件(前年度比

35.4％増）で、ハラスメントに関する相談件数全体の75.9％を占めている
(表４)。

図４ 総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

表４ 総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

割合令和7年度ハラスメントに係る相談の内訳

0.9％16介護ハラスメント・不利益取扱い

6.7％117育児ハラスメント・不利益取扱い

6.6％114妊娠・出産等に関するハラスメント・不利益取扱い

9.7％169セクシュアルハラスメント

75.9％1311パワーハラスメント

1727計
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※注
■「職場におけるパワーハラスメント」:職場において行われる、以下の3つの要素をすべて満たすものをいう。
・優越的な関係を背景とした言動であって、
・業務上必要かつ相当の範囲を超えたものにより、
・労働者の就業環境が害されるもの

5



図５ 相談件数（育児休業関係）の推移

表５ 相談内容（育児休業関係）の内訳

 育児関係では、「育児休業」が281件（対前年度比7.0％減）、「育児休
業以外（子の看護休暇、短時間勤務など）」が371件（対前年度比71.7％
増）、「育児休業に関する不利益取扱い」が55件の順になっている（図５）
（表５）。

割合令和7年度育児休業に係る相談の内訳

36.5％281育児休業

48.2％371育児休業以外（子の看護休暇、短時間勤務など）

7.1％55育児休業に係る不利益取扱い

4.0％31
育児休業以外に係る不利益取扱い

4.0％31育児ハラスメント

769計

（５）総合労働相談の内容（育児休業関係）
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２ 令和７年度 個別労働紛争解決制度の運用状況

 個別労働紛争解決制度の助言・指導（注）の申出件数は40件で、昨年度よ
り4件増加した（対前年度比11.1%増）（図１）（表１）。

図１ 助言・指導申出件数及び主要な申出内容の推移

表１ 主要な助言・指導申出内容の推移

（１）助言・指導の状況

（注）
■「助言・指導」:民事上の個別労働紛争について、都道府県労働局⾧が、紛争当事者に対して解決の方向を示すことで
、紛争当事者の自主的な解決を促進する制度。助言は、当事者の話し合いを促進するよう口頭または文書で行うものであ
り、指導は、当事者のいずれかに問題がある場合に問題点を指摘し、解決の方向性を文書で示すもの。
■１回の助言において複数の内容にまたがる助言が行われた場合には、複数の相談内容を件数として計上している。また
、主要な項目のみを比較していることから、申出内容の件数と申出件数は一致しない。
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 個別労働紛争解決制度の紛争調整委員会によるあっせん（注）の申請件数は21件で、
昨年度より5件増加した（前年度比31.2%増）（図２）（表２）。

 申請内容別では、「解雇」に関するものが6件で最も多かった。

図２ あっせん申請件数及び主要な申請内容の推移

表２ 主要なあっせん申請内容の推移

（２）紛争調整委員会によるあっせんの状況

（注）
■「あっせん」:都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会のあっせん委員（弁護士などの労働問題の専門家）が、紛争当
事者の間に入って話し合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度。
■１回のあっせんにおいて複数の内容にまたがる申請が行われた場合には、複数の申請内容を件数として計上している。よって、
申請内容の件数と申請件数は一致しない。
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３ 令和7年度 雇用均等関係法令に係る法施行状況

◆雇用均等関係法令に係る是正指導件数は、1,517件。
◆雇用均等関係法令の内訳は、男女雇用機会均等法139件（9.2％）、労働施策総合推進法
113件（7.4％）、パートタイム・有期雇用労働法544件（35.9％）、育児・介護休業法
721件（47.5％）（図１及び表１）

図１ 是正指導件数の推移

（１）雇用均等関係法令の是正指導件数の状況

表１ 是正指導内容の推移

令和7年度令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度

54470047155401パートタイム・有期雇用労働法

721296474108366育児・介護休業法

13916711059136男女雇用機会均等法

11310411811712労働施策総合推進法

1,5171,2671,174339915計

（注）
■「労働施策総合推進法」:令和2年6月から大企業に、令和4年4月からは中小企業に、職場におけるパワーハラスメント
防止措置が義務付けられた。
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◆是正指導件数は331件（対前年度比8.8%減）（図２）。
指導事項の内容は、「パワーハラスメント」が113件（34.1％）と最も多く、

次いで「育児・介護休業等に関するハラスメント及び不利益取扱い」が85件
（25.7%）となっている（表２）。

図２ ハラスメント及び不利益に係る是正指導件数の推移

（２）ハラスメント及び不利益取扱いにかかる是正指導の状況

表２ ハラスメント及び不利益に係る是正指導内容の推移

令和7年度令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度

11310411811712パワーハラスメント

851001123883育児・介護休業等に関するハラスメント
及び不利益取扱い

6781432045妊娠・出産等に関するハラスメント
及び不利益取扱い

6678521946セクシュアルハラスメント

331363325194186計

（注）
■「パワーハラスメント」は、パワハラ防止措置、パワハラに係る事業主の責務（研修の実施等）、パワハラに係る事業
主の責務（自らの言動）、パワハラ相談を理由とする不利益取扱いに係る是正指導件数の合計。

■「育児・介護休業等に関するハラスメント及び不利益取扱い」は、育児休業に係る不利益取扱い、育児休業以外に係る
不利益取扱い、介護休業等に係る不利益取扱い、育児休業等に関するハラスメント防止措置、介護休業等に関するハラス
メント防止措置に係る是正指導件数の合計。
■「妊娠・出産等に関するハラスメント及び不利益取扱い」は、妊娠、出産等に関するハラスメント措置義務、妊娠、出
産等に関するハラスメントに係る事業主の責務、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いに係る是正指導件数の合計。
■「セクシュアルハラスメント」は、セクシュアルハラスメント措置義務及びセクシュアルハラスメント事業主の責務に
係る是正指導件数の合計。 10

12

117 118 104 11383

38

112
100 85

45

20

43 81
67

46
19

52
78

66

0

50

100

150

200

250

300

350

400

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

セクシュアルハラスメント

妊娠・出産等に関する

ハラスメント及び不利益取扱い
育児・介護休業等に関する

ハラスメント及び不利益取扱い
パワーハラスメント



 紛争解決援助の申立件数は昨年度と同数。
 紛争解決援助を申立事項の内容は、「パワーハラスメント防止措置、不利益取

扱い」が7件（70.0%）、 「セクハラ、妊娠出産不利益」が２件（20.0%）、
「育休等ハラスメント、不利益取扱い」が1件（10.0%）であった（図3-1）。
 調停の申請件数は20件(15件増)で、「パワーハラスメント防止措置」が16件

（80.0%）、 「セクハラ、妊娠出産不利益」が4件（20.0%）であった（図3-
2）。

図３-1 紛争解決援助申立受理件数の推移

（３）ハラスメント及び不利益取扱いにかかる紛争解決援助の申立及び調停
申請受理の状況

図３-2 調停申立受理件数の推移
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是正指導件数は544件（対前年度比22.3%減）（図4）。
 指導事項の内容は、「措置の内容の説明」が139件（25.6％）と最も多く、

次いで「労働条件の文書交付等」が86件（15.8%）となっている（表4）。

（4）パートタイム・有期雇用労働にかかる是正指導の状況

図4 パートタイム・有期雇用労働に係る是正指導件数の推移

表４ パートタイム・有期雇用労働に係る是正指導件数の推移

令和7年度令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度

869455360労働条件の文書交付等
433634563就業規則の作成の手続
451067235不合理な待遇の禁止
10000差別的取扱いの禁止
337746230賃金
20607教育訓練
8511661851通常の労働者への転換
13914191962措置の内容の説明

10001待遇の相違の内容及び
理由の説明

20111525相談のための体制の整備

2629451155短時間・有期雇用管理者の選任
6390461262その他（指針等）

54470047155401計
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 是正指導件数は396件（対前年度比262.3%増（図５）。
 指導事項の内容は、「小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働

者に関する措置」が82件（20.7％）と最も多く、次いで「雇用環境整備」
が65件（16.4%）となっている（表５） 。

（5）育児関係の是正指導の状況

図5 是正指導件数（育児休業関係）の推移

表５ 是正指導件数（育児休業関係）の推移

令和7年度令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度内 容
472152817育児休業・出生時育児休業

39720535子の看護休暇

10001休業及び休業以外に係る不利益取扱
い

301220所定外労働の制限
155531時間外労働の制限・深夜業の制限
1000－育児休業取得率の公表

6518369－雇用環境整備

13893－個別周知・意向確認、
意向聴取・配慮（育児休業）

15－－－－
個別周知・意向確認、
意向聴取・配慮（柔軟な働き方を
実現するための措置）

145945所定労働時間の短縮措置等

822961692小学校就学の始期に達するまでの
子を養育する労働者に関する措置

20－－－－柔軟な働き方を実現するための措置
4250561941休業等に関するハラスメント防止措置
1272129休業期間等の通知

39615127161201合計
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資料２ 

令和７年度における事例 
助言 自主退職にかかる助言・指導 

事案の 
概要 

申出人（正社員）は、体調不良や家庭の事情もあり、これ以上仕事を続けるこ
とができないと判断。退職希望日の１か月以上前に所属⾧に退職届を提出。その
後、所属⾧と面談をしたが、退職を慰留する内容であった。その後も、所属⾧と
複数回話をするも、退職日を延ばすような話をされるだけで、退職の話が進ま
ず、心身ともに疲弊する状況となっていたため、申出人は、第三者からの働きか
けにより退職に関する問題を解決したいとして助言を申し出た。 

助言・指導の 

内容・結果 

 被申出人（事業主）から事情を聴取したところ、退職を認めない訳ではない
が、雇用期間中は事業場のルールに従うべきであり、退職についても労使間で話
し合って決めるべきであると述べたため、繰り返し話し合いを行っても進展が無
い状態で、申出人は心身ともに疲弊し不安を感じておられる中、退職の意思は堅
いこと、民法 627 条に定める雇用の解約のルール等について説明を行い、早期
解決のための話し合いをされてはどうかと助言した。 

助言に基づき、紛争当事者間で話し合いが行われた。話し合いに当たっては責
任者と申出人だけではなく事務担当者も同席し、退職届の提出や年次有給休暇の
申請等の手続きが円滑に進められたとの報告がなされ、申出内容について解決が
図られた。  

  
あっせん  雇止めにかかるあっせん 

事案の 
概要 

申請人（派遣労働者）は、経営方針を理由として雇止めを通告された。 
被申請人（派遣事業主）と派遣先との間での事情について、新たな派遣

先の紹介等の対応や雇止めの経緯や理由の説明を欠いた対応により、申請
人の名誉及び社会的信用と勤務先を失ったため、その精神的苦痛と不利益
を被ったことに対する損害賠償を求め、あっせんを申請したもの。 

あっせんの 
内容・結果 

 あっせん委員が被申請人（派遣事業主）の主張を確認したところ、雇止
めは個別契約の期間満了による契約終了に伴い、被申請人が新たな派遣先
を準備できなかったことによるものであり、紛争の早期解決を目的とし
て、精神的苦痛に対する補償として、金銭の支払いによる解決の用意はあ
るとのことであった。 
 あっせん委員が労使双方が合意可能な条件について調整を行った結果、
双方が歩み寄り、被申請人が申請人へ解決金を支払うことで合意した。  

 

 



 

行政
指導  労働施策総合推進法に基づく報告請求 

事案の 
概要 

相談者は、直属の上司から、相談者だけ必要な業務指示を受けられず、その影響
でミスをすると、同僚たちの前で⾧時間にわたり大声で叱責される、などの行為が
複数回あった。社内にはハラスメント相談窓口の掲示があったが、退職済の別部署
の上司であったため、相談先もわからない。 
 仕事自体はやりがいもあり、働き続けたいとして、労働局に相談を行ったもの。 

行政指導の

ポイント・

結果 

労働局が事業場を訪問し、報告の請求を実施。事業場では、数年前にハラスメン
ト防止規定を作成したものの、それ以降、法改正に合わせた改定を行っておらず、
ハラスメント相談窓口の掲示も当時のままであり、従業員への周知・啓発も規則の
策定当時に行ったが、その後は実施していなかった。 

労働施策総合推進法に定めるハラスメント防止措置義務について説明を行い、早
急に措置を講じるよう助言。なお、相談窓口は形式的に設けるだけではなく、その
内容や状況に応じて、柔軟に対応できるよう必要な体制を整備しておくこと、ま
た、相談窓口へ相談があった際は、事実関係の確認から再発防止策まで、事後の対
応を法に沿って適切に行うよう併せて助言。 

助言に基づき、事業主はハラスメント防止措置を講じ、管理監督者を含む労働者
全員への周知、相談窓口担当者への研修を行った。相談事案については、改めて事
実確認等を行い、必要な事後対応を行うこととなった。 

 

調停  労働施策総合推進法に基づく調停 

事案の 
概要 

申請人は、上司からの威圧的な言動や、無視等の精神的な攻撃を受け続けたた
め、事業場のハラスメント相談窓口に相談したが、繁忙期であることを理由に、対
応してもらえず、結果、体調不良となり、退職することとなった。 

退職せざるをえなかったのは、相談窓口に相談したにも関わらず、法に沿った適
切な対応が行われなかったことが理由であるとして、金銭補償を求めたが、被申請
人事業場が請求に応じず、紛争状態になったため、調停の申請を行った。 

調停の 

ポイント・

結果 

調停委員が被申請人に対しパワハラ防止にかかる措置義務の実施状況を確認した
ところ、相談窓口担当者は、申請人からの相談は、日常会話であったと認識してお
り、正式なハラスメントの相談として受け付けていなかったことが認められた。 

調停委員より、相談窓口担当者は相談には広く適切に対応する必要があることを
指摘し、被申請人として本件紛争の早期解決のために歩み寄りを促したところ、一
定程度の解決金の支払いに応じるとの回答がなされた。 

本件について解決金を支払うこと等につき受諾勧告を行い、双方応諾した。 

 


